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「まちを元気にする土地活用をしませんか！？」



中心市街地の人口減少： 昭和40年代 20％ → 平成18年 ６％

近年、街なかの衰退が進んでいます

空地と駐車場の面積増： 平成15年 18ｈａ →   平成19年 20.6ｈａ



急速に進むドーナツ化現象

⇒郊外住宅開発時に大型店舗等が出店
⇒郊外住宅地から街なかへ車で通勤する生活スタイルが一般化
⇒街なかの駐車場需要が旺盛に
⇒街なかの居住者が減り、需要減退により街なかの店舗が減少
⇒街なかの魅力が低下
⇒街なかの店舗跡地等が駐車場へ・・・
⇒加速度的に進む街なかの空洞化
⇒深まり続ける車への依存

車で利用する大型店舗



このままでは、歩いて暮らせる街（買物や通院）が失われる

高齢社会の進展⇒車が運転できなくなると暮らしていけない・・・

街なかの衰退



大都市圏で急速に進む都心回帰



高齢者の運転免許返納が急増

・公共交通機関の少ない地方都市では免許証を手放すことができない
・しかし、誰しもいつまでも安全に運転できるわけでは無い・・・



オールドニュータウン問題

郊外住宅地の高齢化

高齢化に伴う購買力低下

核となる大型店舗の撤退

郊外住宅地の限界集落化

車に乗らない買い物弱者の発生

都心回帰の加速



街なかが衰退してしまう前に、再生が求められている

ｽﾌﾟﾛｰﾙする街

街

高齢化社会、省資源社会で暮らしにくい

・高齢者や子供も安心な「歩いて暮らせる街」をつくる

・職場と住まいが近く、車に依存しない暮らし

・一人あたりの行政コストを減らす

既存の社会資本（上下水道、各種施設）を有効利用する

様々な公共サービス（福祉他）の効率化をはかる

・街の顔を維持する。都市の文化を生み出す



アンケートの結果 街なかに住みたい人が約２割と多い

買物・通院、通勤・通学に便利、 教育・文化施設が充実している



我が国の人口・高齢化率の推移

• 我が国の人口は2004年をピークに人口減少社会に突入。
• 高齢化率は既に総人口の20％を超える（世界第一位）。
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日本人人口の長期推移実績及びこれからの推定

現在



大都市と地方都市における人口増減率

• 地方圏で人口の減少率が高い
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注１）大都市圏とは、首都圏整備法、近畿圏整備法、及び中部圏開発整備法の政策区域に指
定された1都2府19県、地方圏とは１道22県の合計値を示す。

注２）国勢調査人口は各期10月１日、推計人口は毎期４月１日現在の数値である。
資料）総務省「国勢調査報告」（1970～2005年）、 (財)統計情報研究開発センター「市区町村別
将来推計人口」（2010～2030年）より作成



○歩いて暮らせる市街地居住の再生は急務

まず、人が街なかに多く住むことが必要

スプロールする街

街の再生

・郊外住宅地が高齢化すると通勤しなくなり、街なかの駐車場利用者が減少する

・駐車場利用者が減少すると賃料収入が低下し、土地の利用価値が下落

・街なかが駐車場だけになり、商店等がなくなってしまうと街なかの再生は困難

・街なかの魅力を維持する為には、人が街なかに多く住むことが必要

歩いて暮らせる街の再生



街なかの土地活用事例

1．等価交換事業

2．狭小地、変形地における事業

3．定期借地事業



従前長屋の共同建替事業

震災で従前長屋が全壊
隣接する５件の狭小地が発生
総敷地面積 約２５６㎡
前面道路幅員約7.8ｍ
許容容積率 ４００％
許容建ﾍﾟｲ率 ８０％

土地評価額

約１億５０００万円
転出地主は売却費として約３０００万円
を取得←譲渡課税対象

（約3０００万円）

敷
地
権

他区分所有者
敷地権

従前地主
区分所有

→地主
売却部分

新規参加者
区分所有

高度利用

本事業で当該地に継続して居住を希望される地主さんは相当の床を取得し、転出を希望される地
主さんは土地売却費として約３０００万円を取得されました。

分譲マンション

敷
地
権

（約3０００万円）

（約3０００万円）

（約3０００万円）

敷
地
権

敷
地
権

1-1．等価交換事業



特 徴：震災で被災した従前地権者4人の等価交換による共同化事業
竣 工：1999年２月
立 地：ＪＲ六甲道徒歩５分
敷地面積：257.42㎡（77.8坪）
地域地区：近隣商業地域 80/400
構造規模：鉄筋コンクリート造 地上8階建 住宅11戸 店舗１戸
募集価格：平均約165万円／坪（約2600万円～4500万円）
土地価格：約200万円／坪

1-1．等価交換事業
スクウェア六甲



相続で発生した共有関係を解消

相続により
相続者４人の共有
敷地面積 約３３０㎡
前面道路幅員約２４ｍ
許容容積率 ３００％
許容建ﾍﾟｲ率 ６０％

土地評価額

約１億６０００万円
転出地主は売却費として約４０００万円／件
を取得←譲渡課税対象

（約４０００万円）

敷
地
権

他区分所有者敷地権

地主区分所有

→地主さん
売却部分

区分所有者所有

活用

本事業で当該地に継続して居住を希望される地主さんは相当の床を取得し、転出を希望される地
主さんは土地売却費として約４０００万円を取得されました。

交換差金は売却資産の２割を超えない範囲で取得することができますが、譲渡所得として課税され
ます。床取得にあたって追加資金を入れることも可能です。

分譲マンション

敷
地
権

（約４０００万円）

1-2．等価交換事業



特 徴：法定相続を受けた4人が共有する築40年の賃貸ﾏﾝｼｮﾝ
が建つ地で、2人と権利解消し、2人と等価交換事業を行った。
1フロア1戸又は2戸の計画とし、独立性及び開放性を確保。

竣 工：2002年6月
立 地：阪急御影徒歩５分
敷地面積：326.66㎡（98.8坪）
地域地区：第２種中高層住居専用地域 60/300
構造規模：鉄筋コンクリート造 地上8階建 住宅10戸
募集価格：平均約170万円／坪（約3500万円～7200万円）
土地価格：約150万円／坪

1-2．等価交換事業
シェヌーア御影



事業によって複雑な権利関係を整理

相続が重なり
所有権と借地権と底地権
が複雑に絡み合う
敷地面積 約６１４㎡
前面道路幅員約１１ｍ
許容容積率 ２００％
許容建ﾍﾟｲ率 ６０％

土地評価額

約１億８０００万円
転出地主は売却費を取得←譲渡課税対象

敷
地
権

他区分所有者敷地権

地主区分所有

→地主さん
売却部分

区分所有者所有

活用

本事業で借地権を有する地主法人と底地権者である地主は、それぞれ賃貸住戸と居住用住戸を
取得し、転出を希望される地主さんは土地売却費を取得されました。

事業を通じて、個々に分離処分することが困難だった複雑な権利関係を整理し、老朽化により収益
を生む事が困難な状態に陥っていた賃貸住戸は、収益を生む住戸に生まれ変わりました。

分譲マンション

底地権底地権

借地権

所有権
敷
地
権

敷
地
権

1-3．等価交換事業



特 徴：老朽化木賃住宅の建替え事業。
複雑な権利関係を整理。

竣 工：2006年11月予定
立 地：JR鶴が丘駅徒歩8分
敷地面積：614.18㎡（185.79坪）
地域地区：第二種住居専用地域 60/200
構造規模：鉄筋コンクリート造 地上8階建 住宅15戸
募集価格：平均約150万円（約3200万円～4300万円）
土地価格：約100万円／坪

1-3．等価交換事業

従前の状況

レスタジア南田辺



特 徴：4ｍ接道の旗竿型敷地で北側斜面。
中庭型のメゾネット及び トリプレット住戸を並列して計画。

竣 工：2002年3月
立 地：阪急小林徒歩１分
敷地面積：562.35㎡（170.1坪）
地域地区：第１種低層住居専用地域 50/100
構造規模：鉄筋コンクリート造 地上２階地下１階建 住宅６戸
募集価格：平均約140万円／坪（約4000万円）
土地価格：約40万円／坪

2-1．狭小地、変形地における事業
接道４ｍで北斜面の旗竿敷地

デュプレックス宝塚千種





特 徴：都心の狭小地における計画
利便性と良好な住環境の両立

立 地：阪急三宮徒歩８分
敷地面積：140.49㎡（42.5坪）
地域地区：近隣商業地域 80/400
構造規模：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 地上9階建

住宅7戸
募集価格：平均約163万／坪
土地価格：約190万円／坪

参考プラン

容積率４００％の４２．５坪の敷地

2-2．狭小地、変形地における事業

ル・パッサージュ北野



特 徴：高低差のある邸宅跡地の計画
環境共生を目指した庭園住宅

立 地：阪急宝塚南口徒歩7分
敷地面積：696.43㎡（210.6坪）
地域地区：一種低層住宅専用地域 50/100
構造規模：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 地上3階地下１階

住宅8戸
募集価格：平均約161万／坪
土地価格：約45万円／坪

従前の状況

前面道路と５ｍの高低差のある敷地

2-3．狭小地、変形地における事業

ペイサージュ宝塚寿楽荘



岡山市：中納言町コーポラティブ住宅
所在地 岡山市中区中納言町
完成年月 平成20年11月
用途 事務所付き長屋・共同住宅
構 造 木造一部鉄筋コンクリート造
階 数 2階建一部地下1階
平成21年度 岡山市景観まちづくり賞受賞

2-4．狭小地、変形地における事業



岡山市：国富２丁目コーポラティブ住宅
所在地 岡山市中区国富２丁目
完成年月 平成22年3月
用途 長屋住宅
構 造 木造
階 数 地上2階 地下1階
平成22年度 岡山市景観まちづくり賞受賞

2-5．狭小地、変形地における事業



定期借地の等価交換

敷地面積 約６５０㎡
前面道路幅員約5.5ｍ
許容容積率 ２００％
許容建ﾍﾟｲ率 ６０％

土地評価額（鑑定評価に基づく）

約２億２０００万円

権利金約１億１５００万円に設定

診療所
（約240㎡:約9050万円）

１階
自己借地権
（2450万円）

１階

２階

３階

４階

２~４階
第3者定期借地権(約9050万円）

→地主さん取得部分

→地主さん
売却部分

定期借地権マ
ンションとして
分譲

活用

本事業で地主さんは１階に約240㎡の診療所の床を無償で取得されました。
診療所は月額坪１万円程度で貸し出され、月額７０万円以上の収入が見込まれます。

本事業では地代収入として月額約２０万円程度が得られるので、合わせて投下資金０で年間１００
０万円を超える収益が確保できます。入居者は管理会社に管理業務を委託しており、地代徴集等
の業務は管理会社の業務となる為、地主さんは出納管理の必要もありません。

約１億1500万円

５階

６階

3-1．定期借地事業



塚口コーポラティブハウス

特 徴：関西初のスケルトン定期借地権事業。
地主は資金投下０で年間収益約1000万円を確保。

竣 工：2000年6月
立 地：阪急塚口徒歩４分
敷地面積：657.32㎡（198.8坪）
地域地区：第１種中高層住居専用地域 60/200
構造規模：鉄筋コンクリート造

地上６階建 住宅11戸 店舗１戸
募集価格：平均約125万円／坪・権利金含

（約2600万円～3300万円）
地代は戸当り約2万円／月

土地価格：権利金を等価交換し、72坪の店舗床を無償取得。
地代収入約22万円／月

3-1．定期借地事業

スケルトン定借の仕組み



定期借地の等価交換

敷地面積 1409㎡
接道約3.6ｍ

許容容積率 ６０％
許容建ﾍﾟｲ率 ４０％

賃貸住戸（6戸）

自己借地権

D棟 A棟 B棟 C棟

第3者定期借地権

地主さん取得→

→地主さん
売却部分

定期借地権借
テラスハウスと
して分譲

活用

本事業で地主さんは賃貸住戸６戸を2500万円の資金投下で取得されました。
事業で得られる一時金を前払地代として賃貸住戸取得に充てる事で、投下資金を抑えています。
賃貸住戸は戸当月額5.5万円程度で貸し出され、月額30万円以上の収入が見込まれます。
本事業では地代収入等として月額約10万円程度が得られるので、合わせて年間500万円程度の収
益が確保できます。投資利回りとして見れば年間20％の利回りが確保でき、相続税対策としても有
効です。

3-2．定期借地事業



ランドプラン3-2．定期借地事業

宇多野コーポラティブハウス

所在地 京都市右京区宇多野福王子町
完成年月 平成22年3月
用途 一団地申請、長屋住宅4棟13戸
構 造 木造、一部鉄筋コンクリート
階 数 地上2・3階 地下1階
京都方式（木造テラスハウス×スケルトン定借）
長期優良住宅先導的モデル事業採択
2011 グッドデザイン賞受賞



コーポラティブハウスとは
コーポラティブハウスとは、一般の分譲マンションのように
完成した住宅を購入するのではなく、住宅の購入を考えている
方々が集まり、共同で土地を取得し、各自の要望を取り入れながら
設計し、自らが工事の発注を行なって住宅を取得するという方法です

事業者

マンション
ディベロッパー等

購入者

購入者

購入者

購入者

建設会社

設計事務所

地主

一般分譲マンションのしくみ

建設組合

コーディ
ネーター

購入者

購入者 購入者

購入者

購入者 購入者

住
宅
分
譲

発
注

発
注

購
入
・
借
地
契
約

建設会社

設計事務所

地主

購
入
・
借
地
契
約

発
注

発
注

参
加

コーポラティブ方式のしくみ

委
託

協
力



コーポラティブ方式のメリット

１．原価が明らかになり、モデルルーム等の無駄な経費が
省かれる為、納得の価格で取得することができます

２．入居者の住み方に合わせた自由設計が可能です

３．参加者が協同して住い作りをすすめていく為、
良いコミュニケーションが育ち、入居後の管理もスムーズに
行きます

事業参加者にとって



コーポラティブ方式のメリット

事業にとって

1．市場調査＝参加者募集となり、当該事業における具体的
なニーズに応じて商品構成を変化させることが可能
→事業における商品リスクの低減・事業内容の変更可

2．先行募集による事業リスク低減・受注生産型事業

3．直接契約による経費低減・事業期中金利の外部化

4．中途半端な規模・条件の用地の事業化が可能

5．等価交換事業・定期借地事業に適しており、複雑な権利
関係を整理するのに有効



鳥取西町コーポラティブハウス



華り宮嵯峨二尊院
・二尊院に隣接する3500㎡を超える敷地に一団地で区分所有分譲住宅12邸を計画
・団地全体をオートロックでゲイテッド化
・全体敷地面積に対して45％もの緑地率を確保

最新事例



街なか居住の推進のために

１．魅力的な街なかライフスタイルの普及・啓発

２．値ごろ感のある住宅供給

３．魅力的で多様な住宅供給

５．公的支援の推進

４．良好な住環境の実現


